
特別会計の決算状況

会 計 名
歳入

37億2,304万円
歳出

34億6,615万円
決算額 前年度 対前年度比 決算額 前年度 対前年度比

住宅新築資金等貸付事業 684万円 684万円 0.0% 684万円 684万円 0.0%

小沼地区財産管理 1,369万円 511万円 167.9% 1,319万円 479万円 175.4%

国民健康保険 18億6,631万円 16億4,709万円 13.3% 16億6,733万円 15億6,988万円 6.2%

公共下水道事業 6億4,899万円 6億4,063万円 1.3% 6億4,684万円 6億3,343万円 2.1%

御代田財産区 1,325万円 1,352万円 △2.0% 1,233万円 1,277万円 △3.4%

介護保険事業 10億918万円 9億8,913万円 2.0% 9億5,776万円 9億4,709万円 1.1%

農業集落排水事業 2,751万円 2,811万円 △2.1% 2,656万円 2,663万円 △0.3%

個別排水処理施設整備事業 1,286万円 1,288万円 △0.2% 1,166万円 1,218万円 △4.3%

後期高齢者医療 1億2,441万円 1億1,255万円 10.5% 1億2,364万円 1億1,252万円 9.9%

合　　計 37億2,304万円 34億5,586万円 7.7% 34億6,615万円 33億2,613万円 4,2%

平
成
26
年
度
決
算

　

平
成
26
年
度
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

　

平
成
26
年
度
一
般
会
計
は
、
歳
入
66
億
６
、

０
３
２
万
円（
対
前
年
度
比
７
・
８
％
の
増
）、

歳
出
62
億
８
、７
７
３
万
円（
対
前
年
度
比

７
・
９
％
の
増
）と
な
り
ま
し
た
。

（
以
下
、
増
減
の
金
額
や
割
合
は
、
前
年
度

決
算
額
と
の
比
較
で
す
。）

　

町
税
は
１
、４
５
５
万
円
、
０
・
７
％
増
加

し
ま
し
た
。
固
定
資
産
税
が
２
、３
９
６
万

円
の
減
少
と
な
っ
た
一
方
で
、
個
人
町
民
税

や
法
人
町
民
税
、
軽
自
動
車
税
が
増
加
と
な

り
ま
し
た
。
特
定
の
事
業
の
た
め
に
課
税
さ

れ
る
都
市
計
画
税
は
１
億
１
、８
５
９
万
円

の
収
入
が
あ
り
、
下
水
道
事
業
の
財
源
と
し

て
使
用
し
ま
し
た
。

　

地
方
譲
与
税
は
４
・
５
％
の
減
、
地
方
消

費
税
交
付
金
は
税
率
変
更
に
よ
り
22
・
７
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
３
、５
９
１
万
円
、
２
・

６
％
の
増
と
な
り
、
こ
の
う
ち
特
別
交
付
税

は
前
年
と
同
程
度
で
し
た
が
、
普
通
交
付
税

は
３
、０
３
７
万
円
、
２
・
４
％
の
増
と
な
り

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
償
却
資
産
の
固
定
資
産

税
の
減
少
や
過
去
の
法
人
町
民
税
の
清
算
が

終
わ
っ
た
こ
と
に
よ
り
基
準
財
政
収
入
額
が

減
少
し
た
こ
と
で
、
交
付
額
が
増
と
な
っ
た

た
め
で
す
。

【
歳
入
】

　

国
庫
支
出
金
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金
事
業
、

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
事
業
を
実
施

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら
９
、

１
５
５
万
円
、15
・
４
％
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

県
支
出
金
は
、
豪
雪
災
害
に
よ
る
農
作
物

等
災
害
緊
急
対
策
事
業
な
ど
に
よ
り
、
１
億

１
、５
０
３
万
円
、
39
・
５
％
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

繰
入
金
は
、
南
小
学
校
大
規
模
改
造
工
事

へ
の
教
育
施
設
整
備
基
金
や
地
域
の
元
気
臨

時
交
付
金
事
業
へ
の
ふ
る
さ
と
創
生
基
金
か

ら
の
繰
り
入
れ
を
行
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

３
億
９
、１
８
０
万
円
、
５
、６
２
９
・
２
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

町
債
は
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
な
ど

の
借
入
減
に
よ
り
、
１
億
９
、０
４
０
万
円
、

21
・
９
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

前
年
と
比
べ
変
動
が
最
も
大
き
い
費
目
は

土
木
費
で
１
億
４
、７
３
６
万
円
、
17
・
２
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
橋
梁
の
修

繕
工
事
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
ま

す
。

　

次
い
で
民
生
費
で
、
臨
時
福
祉
給
付
金
、

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
事
業
の
実
施

な
ど
に
よ
り
１
億
９
４
５
万
円
、
７
・
５
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

公
債
費
は
、
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
事
業
の

起
債
の
償
還
が
始
ま
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

６
、７
４
０
万
円
、
９
・
９
％
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

総
務
費
は
、
役
場
庁
舎
建
設
事
業
の
開
始

な
ど
に
よ
り
、
８
、３
５
６
万
円
、
８
・
２
％

【
歳
出
】

御代田小沼水道事業会計
収益

収入 1億9,047万円 

支出 1億7,960万円 

資本
収入 954万円 

支出 4,410万円 

企業会計の決算状況

みよた広報 やまゆり　みよた広報 やまゆり　20152015年年1111月号 月号 （（44））　　



平成25年度決算報告

起債（町の借金）
実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

－ － 4.0 －

※数値は暫定値のため、変更となることがあります。

（単位：％）健全化判断比率

特別会計の名称 資金不足
比率

御代田町公共下水道事業特別会計 －

御代田町農業集落排水事業特別
会計 －

御代田町個別排水処理施設整備
事業特別会計 －

御代田小沼水道事業会計 －

（単位：％）資金不足比率

事 業 名 起債額
社会資本整備総合交付金事業 2億6,450万円
緊急防災・減災事業 6,820万円
全国防災事業 420万円
臨時財政対策 3億4,100万円

合　　計 6億7,790万円

平成26年度起債事業

平成26年度起債残高（普通会計）
66億2,189万円

借 入 先 金　額
政府資金 14億1,321万円
地方公共団体金融機構 8億1,015万円
市中銀行 24億3,865万円
その他 19億5,988万円

合　　計 66億2,189万円

借入先内訳

※普通会計＝一般会計＋住宅新築資金等貸付事業特別会計
 ＋小沼地区財産管理特別会計

　

特
別
会
計
は
９
会
計
で
、
そ
れ
ぞ
れ
目
的

に
沿
っ
た
事
業
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

平
成
26
年
度
よ
り
、
御
代
田
町
簡
易
水
道

事
業
と
小
沼
地
区
簡
易
水
道
事
業
が
統
合
し
、

御
代
田
小
沼
水
道
事
業
と
し
て
企
業
会
計
へ

移
行
し
ま
し
た
。

問
い
合
わ
せ
先

 

企
画
財
政
課
財
政
係（
内
線
52
・
54
）

　

地
方
公
共
団
体
は
、
財
政
状
況
の
健
全
性

を
判
断
す
る
た
め
に
、
次
の
５
つ
の
指
標
を

算
定
し
、
公
表
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ

て
い
ま
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

　

普
通
会
計（
一
般
会
計
、
住
宅
新
築
資
金

特
別
会
計
、
小
沼
地
区
財
産
管
理
特
別
会

計
）の
収
支
で
あ
り
、
黒
字
と
な
っ
て
い
る

た
め
数
値
な
し
と
な
り
ま
し
た
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

特
別
会
計
を
含
め
た
全
会
計
の
収
支
で
あ

り
、
す
べ
て
の
収
支
が
黒
字
の
た
め
数
値
な

し
と
な
り
ま
し
た
。

③
実
質
公
債
費
比
率

　

普
通
会
計
が
負
担
す
る
借
金
返
済
額
の
割

合
で
、
公
債
費
や
公
債
費
へ
充
当
さ
れ
た
負

担
金
な
ど
か
ら
算
定
し
、
平
成
24
年
度
か
ら

平
成
26
年
度
の
３
か
年
の
平
均
で
４
・
０
％

と
な
り
ま
し
た
。
実
質
公
債
費
比
率
の
早
期

健
全
化
基
準
は
25
・
０
％
で
あ
り
、
県
平
均

は
７
・
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ
ら
と

比
べ
る
と
御
代
田
町
の
比
率
は
低
く
、
健
全

な
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

④
将
来
負
担
比
率

　

一
般
会
計
が
将
来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な

負
債
の
比
率
で
、
全
体
の
負
債
、
第
三
セ
ク

タ
ー
や
土
地
開
発
公
社
等
を
含
め
た
負
債
の

重
さ
を
示
す
も
の
で
す
。
当
町
は
第
三
セ
ク

タ
ー
へ
の
負
担
が
な
い
こ
と
や
基
金
残
高
が

多
い
こ
と
な
ど
で
数
値
な
し
と
な
り
ま
し
た
。

⑤
資
金
不
足
比
率

　

各
指
標
と
あ
わ
せ
て
、
公
営
企
業
会
計
に

お
け
る
資
金
の
不
足
額
を
算
出
す
る
も
の
で

す
。
各
会
計
で
資
金
の
不
足
額
が
生
じ
て
い

な
い
た
め
、
数
値
な
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

各
指
標
に
お
い
て
、「
早
期
健
全
化
」と

「
財
政
再
生
」の
二
つ
の
基
準
が
設
け
ら
れ
て

お
り
、
基
準
を
超
え
る
と
健
全
化
に
向
け
た

対
応
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

御
代
田
町
は
各
指
標
に
お
い
て
基
準
を
下

回
っ
て
い
る
た
め
、
健
全
な
財
政
状
況
と

な
っ
て
い
ま
す
。

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

農
林
水
産
業
費
は
、
ク
ラ
イ
ン
ガ
ル
テ
ン

整
備
事
業
な
ど
の
実
施
に
よ
り
、
６
、６
３

６
万
円
、
19
・
６
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

衛
生
費
は
、
佐
久
広
域
連
合
佐
久
医
療
セ

ン
タ
ー
整
備
が
完
了
し
た
こ
と
に
よ
る
負
担

金
の
減
な
ど
に
よ
り
、
６
、６
４
４
万
円
、

13
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

【
特
別
会
計
】

【
企
業
会
計
】

【
健
全
化
判
断
比
率
等
】

（（55）） みよた広報 やまゆり　 みよた広報 やまゆり　20152015年年1111月号月号


